
国民健康保険事業費納付金等の算定について 

１ 納付金等の概要 

２ 市町村ごとの納付金額の算出の考え方 
（1）納付金と保険料の考え方（金額は９月試算ベース）

（2）市町村ごとの納付金の按分方法  

④納付金の支払い

②保険料の賦課

③保険料の徴収

都道府県 市町村 住民

標準保険料率を参考に、保険料率を決
定し、保険料を賦課

①納付金の決定

標準保険料率の提示

この部分について、試算を実施 

○被保険者数に応じた按分（応益割） ○所得水準に応じた按分（応能割）

各市町村の全国平均と比べた医療費水準を加味

（「すべて反映する」から「全く反映しない」までの間で設定）

市町村の納付金総額 

各市町村の被保険者数の県全体に対す

るシェアにより按分

各市町村の所得総額の県全体に対す

るシェアにより按分

応益割＝１ 応能割※ 

※ 医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分ごと

に国が示す本県の所得係数（約 1.2 程度）を原則とす

るが、激変緩和の観点から他の数値の設定も可能 

県全体の保険給付費（医療費）等を推計
療養給付費等負担金
などの公費 前期高齢者交付金

県全体の保険給付費（医療費）等を推計（5,623 億円） 

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

公費

特別調整交付金など市町村
に交付される公費

各市町村に按分し、市町村ごとに高額医療費負担金などの公費を加減算

納付金算定基礎額（2,264 億円） 

保健事業、葬祭諸費等、保険料
で賄う市町村ごとの給付等

納付金（2,146 億円） 

保険料収納必要額

３ ９月に実施した試算結果について 

（1）試算の前提  

  ○ 平成 29年度に新制度を導入すると仮定した場合の納付金額等を試算 

  ○ 平成 30 年度から拡充される国の財政支援約 1,700 億円のうち、約 1,200 億円（本県

分約 97 億円）を反映

○ 平成 27 年度実績との変動を少なくするため、医療費水準をすべて反映し、応益割：

応能割を 1：1として試算 

（2）激変緩和措置について 

新制度導入に伴う被保険者の保険料負担の急増を回避するため、激変緩和措置の試算を

行った。 

○ 激変緩和措置については、市町村ごとの納付金額をベースに実施 

○ 納付金額を被保険者数で除した 1人当たり納付金額を平成 27年度と比較し、増加率の

上限を医療給付費等の自然増（27 年度→29 年度 105.18％（単年 102.56％））までとし

て試算 

  ・市町村ごとの 1人当たり納付金額の比較                （単位：円） 

市町村名 

平成 27 

年度 

今回試算結果 

激変緩和措置前 激変緩和措置後 

1人当たり納付
金額 

1人当たり納付
金額

対 27年度 
伸び率 

1人当たり納付
金額

対 27年度 
伸び率 

名古屋市 138,791 133,246 96.00% 134,628 97.00% 

中

核

市

豊 橋 市 128,129 121,837 95.09% 123,135 96.10% 

岡 崎 市 129,413 128,650 99.41% 130,013 100.46% 

豊 田 市 122,999 134,904 109.68% 129,369 105.18% 

一 般 市 124,077 130,285 105.00% 128,400 103.48% 

町  村 125,426 133,649 106.56% 130,084 103.71% 

県 平 均 128,813 131,115 101.79% 130,273 101.13% 

対 27 年度 
伸び率最大 

133.59% ⇒ 105.18%

対 27 年度 
伸び率最小 

95.09% ⇒ 96.10%

資料№３ 
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４ 平成３０年度の納付金等の算定の考え方 

平成 30 年度の納付金等の算定方法については、９月に実施した試算結果を踏まえ、全市町

村に対して意見を照会し、その結果をもとに、10 月６日に開催した連携会議（県、市町村を

代表する 17 市町村、県国保連合会により構成）で検討を行った。その検討結果を踏まえ、本

県としては算定の考え方をまとめ、今後の納付金等の算定作業を進めることとしたい。その

主な事項は以下のとおりである。 

(1) 保険料水準の統一について 

今回の制度改革においては、保険料負担の平準化を将来的に目指していくことが目的の

一つに掲げられているが、平成 27 年度の県内市町村の一人当たり医療費には約 1.7 倍の格

差が生じている。保険料水準の統一を目指す場合には、納付金の算定において、こうした

医療費水準を全く考慮しないこととなるが、その場合には、医療費水準が低い市町村の保

険料負担が大きく増加するといった問題が生じる。 

こうしたことから、当面は保険料水準の統一は困難と考えられるため、納付金の算定に

おいては市町村ごとの医療費水準を全て反映する。 

(2) 激変緩和措置について 

平成 30 年度以降は、県全体で必要とされる納付金額を、被保険者数や所得水準、医療費

水準等に応じて各市町村が負担することになるため、新制度移行の前後で比較すると、市

町村ごとに負担額の増減が生じる。 

こうした状況を緩和するためには、負担が大きく増加する市町村の納付金額を抑える必

要があるが、その財源を確保するためには、緩和措置の対象とならない市町村の納付金額

を増加させる必要がある。 

また、新制度に円滑に移行していくためには、制度改正の影響による被保険者の保険料

負担の増加を抑制することが重要であるが、納付金額の増加については、自然増を超える

部分が制度改正に起因するものと考えられる。 

こうした点を踏まえ、平成 30 年度における激変緩和措置としては、被保険者 1人当たり

の納付金額を平成 28年度と比較し、増加率を医療給付費等の自然増までに抑えることとす

る。 

(3) 納付金の算定における応益・応能の割合について 

納付金の算定における応能分の割合については、本県の所得水準を示すものとして国が

示す所得係数を用いる。 

応益：応能割合＝１：１．２程度（具体的数値は毎年国が示す） 
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納付金額
１人当たり
納付金額

対27年度
１人当たり
納付金額
増加率

納付金額
１人当たり
納付金額

対27年度
１人当たり
納付金額
増加率

納付金額
１人当たり
納付金額

対27年度
１人当たり
納付金額
増加率

納付金額
１人当たり
納付金額

対27年度
１人当たり
納付金額
増加率

（人） （千円） （円） （千円） （円） （千円） （円） （人） （千円） （円） （千円） （円） （千円） （円）
① ② ③=②÷① ③÷⑥ ④ ⑤=④÷① ⑤÷⑥ ④－② ⑥ ① ② ③=②÷① ③÷⑥ ④ ⑤=④÷① ⑤÷⑥ ④－② ⑥

1 名古屋市 504,470 67,218,679 133,246 96.00% 67,915,630 134,628 97.00% 696,951 138,791 31 田原市 21,801 2,908,180 133,397 98.75% 2,939,370 134,827 99.81% 31,190 135,088

2 豊橋市 83,021 10,114,998 121,837 95.09% 10,222,778 123,135 96.10% 107,780 128,129 32 愛西市 15,803 2,040,807 129,140 107.97% 1,987,997 125,799 105.18% △ 52,809 119,604

3 岡崎市 78,741 10,129,998 128,650 99.41% 10,237,370 130,013 100.46% 107,372 129,413 33 清須市 14,652 1,980,826 135,191 100.52% 2,001,301 136,589 101.56% 20,475 134,490

4 一宮市 89,044 10,993,793 123,465 103.13% 11,109,598 124,765 104.22% 115,806 119,715 34 北名古屋市 19,586 2,536,785 129,520 104.59% 2,551,014 130,247 105.18% 14,229 123,833

5 瀬戸市 27,346 3,326,285 121,637 104.28% 3,355,076 122,690 105.18% 28,791 116,648 35 弥富市 9,645 1,299,723 134,756 109.39% 1,249,646 129,564 105.18% △ 50,077 123,183

6 半田市 24,997 3,261,203 130,464 110.73% 3,097,644 123,921 105.18% △ 163,559 117,819 36 みよし市 10,184 1,392,623 136,746 109.82% 1,333,765 130,967 105.18% △ 58,858 124,518

7 春日井市 68,069 9,327,490 137,030 105.88% 9,265,359 136,117 105.18% △ 62,131 129,414 37 あま市 21,168 2,678,834 126,551 99.60% 2,707,341 127,898 100.66% 28,508 127,058

8 豊川市 39,779 4,901,370 123,215 98.21% 4,953,791 124,533 99.26% 52,422 125,462 38 長久手市 9,534 1,416,296 148,552 112.15% 1,328,314 139,324 105.18% △ 87,982 132,463

9 津島市 14,969 1,877,850 125,449 107.46% 1,838,060 122,791 105.18% △ 39,790 116,745 39 東郷町 8,687 1,195,692 137,642 109.13% 1,152,407 132,659 105.18% △ 43,285 126,126

10 碧南市 15,407 2,068,373 134,249 108.23% 2,010,025 130,462 105.18% △ 58,348 124,037 40 豊山町 3,843 551,439 143,492 120.78% 480,221 124,960 105.18% △ 71,219 118,806

11 刈谷市 27,275 3,632,370 133,176 107.50% 3,553,999 130,302 105.18% △ 78,371 123,885 41 大口町 4,631 642,770 138,797 112.24% 602,333 130,065 105.18% △ 40,437 123,660

12 豊田市 84,680 11,423,641 134,904 109.68% 10,954,925 129,369 105.18% △ 468,716 122,999 42 扶桑町 7,224 929,323 128,644 110.38% 885,503 122,578 105.18% △ 43,820 116,542

13 安城市 37,417 4,927,689 131,697 103.20% 4,979,792 133,089 104.29% 52,102 127,610 43 大治町 7,622 1,024,334 134,392 100.81% 1,034,986 135,789 101.86% 10,652 133,312

14 西尾市 40,725 5,353,571 131,457 98.09% 5,410,888 132,864 99.14% 57,317 134,016 44 蟹江町 8,381 1,144,281 136,533 100.65% 1,155,876 137,916 101.67% 11,595 135,654

15 蒲郡市 19,398 2,431,526 125,349 102.83% 2,456,758 126,650 103.90% 25,232 121,901 45 飛島村 1,144 179,689 157,071 126.47% 149,445 130,633 105.18% △ 30,245 124,200

16 犬山市 17,182 2,123,132 123,567 114.32% 1,953,373 113,687 105.18% △ 169,759 108,089 46 阿久比町 5,911 767,569 129,854 103.71% 775,586 131,211 104.80% 8,016 125,204

17 常滑市 12,328 1,617,355 131,194 111.38% 1,527,292 123,888 105.18% △ 90,063 117,788 47 東浦町 10,718 1,414,559 131,980 106.40% 1,398,341 130,467 105.18% △ 16,219 124,043

18 江南市 22,819 2,842,338 124,560 108.21% 2,762,787 121,074 105.18% △ 79,551 115,112 48 南知多町 6,904 1,056,661 153,051 105.01% 1,058,353 153,296 105.18% 1,692 145,747

19 小牧市 33,954 4,479,475 131,928 104.41% 4,512,538 132,902 105.18% 33,063 126,358 49 美浜町 5,458 693,140 126,995 105.52% 690,886 126,582 105.18% △ 2,253 120,348

20 稲沢市 30,611 3,824,492 124,938 103.65% 3,866,358 126,306 104.79% 41,866 120,536 50 武豊町 9,463 1,192,020 125,966 111.27% 1,126,734 119,067 105.18% △ 65,286 113,204

21 新城市 10,836 1,253,332 115,664 101.06% 1,266,758 116,903 102.14% 13,426 114,453 51 幸田町 7,929 992,227 125,139 101.10% 1,002,721 126,462 102.17% 10,494 123,776

22 東海市 22,644 3,247,067 143,396 111.54% 3,061,785 135,214 105.18% △ 185,282 128,556 52 設楽町 1,305 160,432 122,937 133.59% 126,312 96,791 105.18% △ 34,120 92,025

23 大府市 17,642 2,525,714 143,165 115.15% 2,306,997 130,767 105.18% △ 218,717 124,328 53 東栄町 846 94,451 111,644 129.49% 76,720 90,686 105.18% △ 17,730 86,220

24 知多市 19,954 2,599,456 130,272 113.94% 2,399,481 120,251 105.18% △ 199,974 114,329 54 豊根村 242 30,957 127,920 95.93% 31,241 129,097 96.82% 285 133,343

25 知立市 12,818 1,712,581 133,608 106.37% 1,693,348 132,107 105.18% △ 19,234 125,601 1,636,597 214,582,308 131,115 101.79% 213,204,955 130,273 101.13% △ 1,377,352 128,813

26 尾張旭市 17,511 2,287,737 130,646 106.72% 2,254,609 128,754 105.18% △ 33,127 122,414 ※１ 今回試算結果欄の激変緩和措置前と激変緩和措置後の納付金額の差は、国の暫定措置約13.8億円によるもの

27 高浜市 8,452 1,078,593 127,614 109.25% 1,038,439 122,863 105.18% △ 40,154 116,813 ※２ は激変緩和対象市町村（３５市町村）

28 岩倉市 10,765 1,306,340 121,351 101.03% 1,320,182 122,636 102.10% 13,842 120,113

29 豊明市 15,041 2,085,876 138,679 114.41% 1,917,631 127,494 105.18% △ 168,244 121,215

30 日進市 16,021 2,286,367 142,711 113.69% 2,115,268 132,031 105.18% △ 171,099 125,529

　国民健康保険事業費納付金試算結果（平成29年9月実施）

合計

市町村 市町村

激変緩和によ
る

納付金増減額

今回試算結果

（参考）
27年度決算
１人当たり
納付金額

一般
被保険者数

激変緩和措置前（暫定措置除く） 激変緩和措置後（暫定措置含む）

今回試算結果

（参考）
27年度決算
１人当たり
納付金額

一般
被保険者数

激変緩和措置前（暫定措置除く） 激変緩和措置後（暫定措置含む）

激変緩和によ
る

納付金増減額
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